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５Ｇビジネス開発補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人大阪産業局（以下「財団」という。）が実施する５Ｇビジ

ネス開発補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定める。 

 

（交付の目的） 

第２条 補助金は、市場の拡大が見込まれる第５世代移動通信システム（以下「５Ｇ」とい

う。）の関連分野において、５Ｇを活用する新しい製品やサービス（以下「新製品等」とい

う。）の開発経費の一部を補助することにより５Ｇ関連ビジネスの創出を推進し、地域経済

の活性化に寄与することを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる要件のい

ずれにも該当するものとする。 

(1) ５Ｇを活用する新製品等の開発を行う事業であること。 

(2) 先端テクノロジービジネスの実用化に向けた、試作品の製作及び実証データの取得等

を行う事業であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、国等の他の補助金等と重複するもの、および以前に補助金の

交付を受けた事業については、補助事業の対象として含まないものとする。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を申請できる者は、第１号または第２号にくわえ、第３号から第７号

のすべての要件を満たす者とする。 

（1） 新製品等を開発する中小企業者等（中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第

２条第１項に定める中小企業者、または、同条第５項に定める小規模企業者及び個

人事業主をいう。以下同じ。）であり、大阪市内に事業所を有すること。 

（2） 大阪市内に事業所を有する中小企業者等が代表者となる共同事業体であり、次のす

べての要件を満たすものとする。なお、共同事業体を構成するものとして中小企業

者等以外の者で、事業を営む者（以下「大企業」という。）、大学、研究機関等を加

えることができる。ただし、その場合において１者以上が中小企業者等であること。 

ア 共同事業体における代表者を定め、役割分担及び責任体制等を明確にするととも

に、代表企業が共同事業体を構成する企業等と共同事業の実施に係る契約等を締結

していること。 

イ 代表者が申請について全員を代表し、補助金の交付を受け、共同事業体内での補

助金の分配を行えること。ただし、分配の対象は、共同事業体内で大阪市内に事業

所を有する中小企業者等に限る。 



 (3) 大企業から、次に掲げる出資又は役員を受け入れていない者であること 

ア 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有して

いる中小企業者等 

イ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中

小企業者等 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている

中小企業者 

   (4) 遊興娯楽業のうち風俗関連業、ギャンブル業、賭博等に関する事業者、宗教、政治、

経済、文化団体その他非営利事業者および団体等、財団が公的資金による補助対象

として社会通念上不適切と判断するものに該当しないこと 

(5) 補助金の交付を申請しようとする者の役員等が暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に

規定する暴力団員又は大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10号）第２

条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当していないこと 

(6) 暴対法第２条第２号に規定する暴力団から出資等の提供を受けていないこと 

(7) 申請時において市税（市民税、事業所税、固定資産税及び都市計画税）の滞納がな

いこと 

 

（補助の対象となる経費と補助率及び補助金の上限・下限） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、「別表」に掲げるものと

する。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額とし、上限を 500 万円、下限を 100

万円とする。ただし、交付決定後に生じた事情により下限を下回った場合はこの限りでは

ない。なお、補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

 

（補助対象期間） 

第６条 補助対象期間は、第９条第１項の交付決定の翌日から別に定める期日までとする。 

 

（交付申請） 

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、５Ｇビジネス開発

補助金交付申請書（様式第１号）に必要事項を記載し、所定の書類を添付して、財団の理

事長（以下「理事長」という。）に対し別に定める期間内に提出しなければならない。 

 

（補助事業の採否の決定方法） 

第８条 補助金交付の対象となる事業の採否は、書類審査及び５Ｇビジネス開発補助金審査

会（以下「審査会」という。）の審査を経て決定する。 

２ 審査会の構成及び運営に関しては、別に定める。 

 



（交付決定） 

第９条  理事長は、第７条の申請があったときは、その内容について前条に定める審査を行

い、補助金を交付すべきものと認めたときは申請者に補助金の交付決定を行うものとす

る。 

２ 理事長は、前項の規定による補助金の交付決定を行ったときは、速やかに交付決定の内

容及びこれに条件を付した場合はその条件を、５Ｇビジネス開発補助金交付決定通知書

(様式第２号。以下「交付決定通知書」という。)により、また、補助金の不交付の決定を

したときは、理由を付してその旨を、５Ｇビジネス開発補助金不交付決定通知書（様式第

３号）により、これを申請者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 10 条  前条第１項の規定による交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

当該決定の内容又はこれに付された条件に不服があり申請を取り下げようとするときは、

５Ｇビジネス開発補助金交付申請取下書（様式第４号）により申請の取下げを行うことが

できる。 

２  申請の取下げをすることができる期間は、交付決定通知書を受領した日の翌日から起算

して 10 日とする。 

３  第１項の規定による５Ｇビジネス開発補助金交付申請取下書の提出があったときは、当

該補助金の交付決定はなかったものとみなす。 

 

（補助事業の変更等） 

第 11 条  補助事業者は、補助事業の内容等の変更（軽微な変更を除く。）をしようとすると

きは５Ｇビジネス開発補助金変更承認申請書（様式第５－１号）を、または、補助事業の

中止又は廃止をしようとするときは５Ｇビジネス開発補助金中止・廃止承認申請書（様式

第６－１号）をあらかじめ理事長へ提出するものとする。ただし、変更後の補助金申請額

は、変更前の補助金交付決定額を超えることができないものとする。 

２ 理事長は前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、変更すべきものと

認めた場合は、５Ｇビジネス開発補助金変更承認通知書（様式第５－２号）又は５Ｇビジ

ネス開発補助金中止・廃止承認通知書（様式第６－２号）により補助事業者に通知するも

のとする。 

３  第１項に定める「軽微な変更」とは、変更前の補助金交付決定額からの減額が 20％以内

であるものとする。ただし、補助事業の目的を変更しない場合に限る。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第 12 条  理事長は、補助金の交付を決定した場合において、その後の事情変更により特別の

必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又はその決定の

内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経

過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 理事長が前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次の各号



のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により、補助事業の全部又

は一部を継続する必要がなくなった場合 

(2) 補助事業者が補助事業を遂行するため、補助事業に要する経費のうち補助金によっ

てまかなわれる部分以外の部分を負担することができないことその他の理由により補

助事業を遂行することができない場合 (補助事業者の責に帰すべき事情による場合を

除く。) 

３  第１項の取消し又は変更を行った場合においては、理事長は、５Ｇビジネス開発補助金

事情変更による交付決定取消・変更通知書（様式第７号）により速やかに補助事業者に通

知するものとする。 

４  第１項の場合において、理事長は、補助金の交付の決定の取消し又は変更により特別に

必要となった次に掲げる経費に限り、補助金を交付することができる。 

（1）補助事業に係る機械器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

（2）補助事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する 

経費 

５  第７条から前条までの規定は、前項の規定による補助金の交付について準用する。 

６ 理事長は、補助金の交付決定を取消し又は変更した場合において、当該取消し又は変更

に係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求め

るものとする。 

 

（補助事業の適正な遂行） 

第 13 条  補助事業者は、法令等の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条 

件その他法令等に基づく理事長の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行

わなければならず、補助金を他の用途に使用してはならない。 

 

（立入検査等） 

第 14 条  理事長は、補助金の適正な執行を期するため、必要があると認めたときは、補助事

業者に対して報告を求め、又は補助事業者の承諾を得た上で財団職員に当該補助事業者の

事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に対して質問さ

せることができる。 

 

(補助事業の遂行の指示 ) 

第 15 条 理事長は、補助事業者が提出した報告等により、その者の補助事業が補助金の交付

の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に

対し、これらに従って当該補助事業を遂行するよう指示することができる。 

 

（実績報告） 

第 16 条  補助事業者は、補助事業を別に定める日までに完了しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、５



Ｇビジネス開発補助金実績報告書（様式第８号）に所定の書類を添付して、補助事業完了

後 10 日以内に理事長に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 17 条  理事長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、報告書等の書類の

審査及び領収書等根拠資料の現地調査等により、当該報告に係る補助事業の成果が補助金

の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、５Ｇビジネス開発補助金額確定通知

書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第 18 条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、理事長に対し補助金を請求

するものとする。 

２  理事長は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求を受けた日から 30日以内に

当該請求に係る補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 19 条  理事長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第９条第１項の交付の決定の

全部若しくは一部を、５Ｇ開発補助金交付決定取消通知書（様式第 10号）によって取り消

すことができる。 

（1） 補助事業者が、交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又は本要綱若

しくは本要綱に基づく財団の処分若しくは指示に違反した場合  

（2） 補助事業者が、補助金を本要綱に定める用途以外に使用した場合 

（3） 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（4） 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する見込

みがなくなった場合 

（5） 当該補助事業が事業実施期間内に終了しなかった場合 

（6） 補助事業者が、第４条に定める要件に該当しない事実が判明した場合 

（7） 補助事業者が、暴力団排除に関する誓約事項に違反した場合 

（8） 前各号に定めるもののほか、財団が補助事業を継続することが不適当と認める場合 

２ 前項の規定は、第 17 条第２項の規定による交付すべき補助金の額の確定があった後にお

いても適用があるものとする。 

 

（補助金等の返還） 

第 20 条 理事長は、前条の取消しをした場合において、既に当該取り消しにかかる部分に対

する補助金が支払われているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ず

る。 

 

（加算金及び延滞金） 



第 21 条 補助事業者は、前条の規定により補助金等の返還を求められたときは、その請求に     

係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該補助金の額（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額とし、100 円未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を

財団に納付しなければならない。  

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付し

た金額が返還を求められた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を

求められた補助金の額に充てられたものとする。 

３ 補助事業者が補助金の返還を求められ、これを納期日までに納付しなかったときは、税

外歳入にかかる督促手数料、延滞金及び過料に関する条例（昭和 39年大阪市条例第 12 号）

第３条の規定を準用することにより算出した延滞金を理事長に納付しなければならない。 

４ 前項の規定により、延滞金を納付しなければならない場合において、返還を求められた

補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞

金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

５ 前条または第１項による請求を受けた者が共同事業体である場合は、その代表者が請求

額の全額を返還または納付する義務を負う。 

６ 理事長は、第１項又は第３項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（是正のための措置） 

第 22 条 理事長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合に

おいて、当該報告に係る補助事業の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した

条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業につき、これに適合させるための措置を

とるよう当該補助事業者に指示することができる。 

 

（理由の提示） 

第 23 条 理事長は、補助金の交付決定の取消し、補助事業の遂行の指示又は補助事業の是正

のための措置の指示をするときは、補助事業者に対してその理由を示すものとする。 

 

（財産の処分の制限） 

第 24 条 補助事業により取得した財産は補助事業者に帰属するものとする。 

２ 補助事業者は、補助対象事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下この条

において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の

ものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供

し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ理事長の承認を受けなければならない（処

分を制限する期間については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分

制限期間」（昭和 53 年８月通商産業省告示第 360 号）に準ずるものとする）。 

３ 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入

の全部又は一部を財団に納付させることがある。 



４ 交付金事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意

をもって管理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運用を図らなければ

ならない。 

 

（関係書類の整備） 

第 25 条  補助事業者は、補助事業に係る経費の支出を明らかにした書類、帳簿等を常に整備

し、第 17条の通知を受けた日から５年間保存しなければならない。 

 

（成果の公表） 

第 26 条 財団は、補助事業により得られた成果について、その概要を公表することができる。

ただし、補助事業者から今後の研究開発又は事業化に支障があると申し入れがあった場合

は、協議のうえ一定期間その全部または一部を公表しないこととする。 

 

（実施成果の事業化） 

第 27 条 補助事業者は、補助事業の実施成果を踏まえて事業化に努めなければならない。 

２ 補助事業者は、事業化状況について、様式第 11 号により補助事業の完了年度から３年間、

毎年４月 30 日までに理事長に提出しなければならない。 

 

（補助事業完了後の調査への協力） 

第 28 条 補助事業者は、補助事業の完了後、財団がその効果を測定するための調査を行う場

合は、これに協力しなければならない。 

 

（情報管理及び秘密保持） 

第 29 条 補助事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報については、当該情報

を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示がないときは情報の性質に応じて、法令等

を遵守し適正な管理をするものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に利用して

はならない。 

２ 前項に定める情報のうち第三者秘密情報（事業関係者の個人情報を含むがこれらに限定

されない。）については、秘密保持のために必要な措置を講ずるものとし、正当な理由なし

に開示、公表、漏えいしてはならない。 

３ 補助事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）に行わせる場合

には、履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。この場合において、履行

補助者の役員又は従業員による情報漏えい行為があったときは、補助事業者による違反行

為とみなす。 

４ 本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）もなお効力を有する。 

 

 

附則 

この要綱は、令和３年４月 22 日から施行する。 



 

附則 

この要綱は、令和４年４月５日から施行する。 

  



別表（補助対象経費） 

経費の種類 左の説明 

人件費 補助事業に従事する者（正職員・臨時雇用職員）の直接作業時間に

対して支払われる人件費（給与その他手当）。 

機械器具費 

 

補助事業の実施に必要となる機械器具等の借用（リース）等にかか

る経費。ただし、借用ができない場合など、正当な理由がある場合

は事前に協議のうえ、購入可能とする。 

※購入にかかる経費は、総額で 80万円（税抜）を上限とする。 

委託・外注費 

 

当該開発の一部で、申請者が直接実施することのできないものに

ついて、外部の事業者、大学、試験研究機関等に委託や外注する場

合に要する経費。 

試作品等に係る市場のニーズを把握するために委託・外注により

行う調査・分析に要する経費。 

※1者への委託・外注費は、補助申請額（総額）の 2分の 1を上限

とする。 

材料費及び消耗品費 補助事業の実施に必要となる原材料、消耗品、消耗器材等の経費。 

旅費 事業従事者が補助事業の実施のために行う資料・情報収集、各種調

査、打合せの実施のために必要な出張経費。 

ただし、海外出張の旅費は除く。 

謝金 補助事業の実施のために必要であり、臨時的に発生する役務の提

供などの協力を得た人への謝礼に必要な経費。 

使用料 補助事業の実施に必要となる使用料。ただし、機械器具等の借用に

かかる経費は、機械器具費とする。 

 

［補助対象外経費］ 

・ 消費税、地方消費税、源泉所得税その他の租税相当額 

・ 汎用性が高く、使用目的が事業の遂行に必要なものと特定できない経費 

・ 事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品・消耗品等 

・ 共同事業体による申請における共同事業体内での企業間取引に要する経費 

・ 補助対象期間外に係る経費 

・ 実施期間中に発生した事故・災害の処理のための経費 

・ 財団が適当でないと判断した経費 

・ その他、補助事業の実施に関連のない経費 

 

 

 

 

 


